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１．指導監査の基本的な考え方 

（１）基本理念 

社会福祉事業者等（介護、障害、保育といった社会福祉サービスを一般に提供す

る事業者をいう。）は、福祉サービスを必要とする市民が安全に安心して利用できる

よう、常に客観的な視点でサービスを見直すことにより、市民ニーズに応え、質の

高いサービスを提供する必要があります。 

また、社会福祉法人や社会福祉施設（以下「社会福祉法人等」という。）は、市民

から社会福祉事業の中心的な担い手として期待されており、指定介護保険サービス

事業所及び指定障害福祉サービス事業所等（以下「事業所等」という。）においては、

介護等が必要な人の尊厳を保持し、能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう支援することが求められています。 

こうした市民の期待と信頼に応えるため、本市では、社会福祉法人等や事業所等

の指導監査を通じ、自主的・自立的なサービス提供の点検・改善などに必要な調査、指

導及び助言を行い、高齢者や児童、そして障害者（児）など、誰もが尊厳を持って、

住み慣れた地域で自分らしく生きがいと誇りを持って安心して暮らし続けられるよ

う利用者本位のサービス提供体制の確保に努めるとともに、これらが持続的に確保

されるよう継続的なきめ細かな指導監査をめざします。 

  

（２）指導監査体制 

 ■福祉指導監査課の体制とその役割 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 確認監査とは、子ども・子育て支援法に基づき、特定教育・保育施設等に対し、確認基準の遵守並びに

施設型給付費等の支給の適正化を図るために実施するもの。 
2 指導監督とは、児童福祉法等に基づき、認可外保育施設に対し、適正な保育内容及び保育環境が確保さ

れているか否かを確認するために実施するもの。 

・社会福祉法人の指導監査 

・社会福祉施設等（小規模保育事業、事業所内保育事業を含む）の指導監

査 

・特定教育・保育施設等の指導監査（以下「確認監査1」という。） 

・認可外保育施設等（病児保育事業を含む）の指導監督2 

・指定介護保険サービス事業者（介護保険施設含む）の指導監査 

・老人福祉法に規定する有料老人ホームの立入検査 

・指定障害福祉サービス事業者等の指導監査 

・指定障害児通所支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指導監査 

高齢事業者係 

障害事業者係 

法 人 指 導 係 
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（３）具体的な指導監査等の方法 

指導監査については、別に定める指導監査要綱や指導監査実施方針等に基づき、以下

の方法により行います。なお、度重なる指導にも関わらず改善されない、改善の見込み

がない、あるいは改善に対する姿勢が見受けられない場合などは、実地指導3から監査4に

切り替え対応します。 

 

① 様々な指導監査等 

・社会福祉法人・施設指導監査説明会、集団指導及び育成研修 

・実地指導 

・監査 

 

② 社会福祉法人・施設指導監査説明会、集団指導及び育成研修 

・社会福祉法人・施設指導監査説明会及び育成研修は、社会福祉法人及び社会福祉法

人が経営する施設を対象に、指導監査の結果等や研修を講習会形式で行います。 

・集団指導は、特定教育・保育施設等を対象に確認基準の周知徹底を図るため講習会形

式で行います。 

・集団指導及び育成研修は、あらかじめ実施日時、場所、指導内容等を定め、事前に指

定介護保険サービス事業所及び指定障害福祉サービス事業所等に対し文書によ

り通知します。特段の理由もなく集団指導に参加できない、あるいは参加しない事業

所等には、実地指導を行います。なお、特段の理由がある場合は、別途、個別指導を

行うことで、集団指導に参加したものとみなします。 

 

③ 指導監査及び実地指導 

指導監査等については、対象となる社会福祉法人等や事業所等に対し実施日時等を、

事前に通知するとともに、以下のとおり行います。 

○社会福祉法人等関連 

・社会福祉法人              3年に 1回を基本に実施 

・社会福祉施設（児童福祉施設を除く）  2年に 1回を基本に実施 

 

                                                   
3 関係法令等の規定により、社会福祉法人等に対する実地指導を「指導監査」、確認監査及び指定介護保険サービ

ス事業所並びに指定障害福祉サービス事業所等に対しては「実地指導」、有料老人ホーム等に対しては「立入検

査」、認可外保育施設等に対しては「立入調査」とします。 
4 関係法令等の規定により、社会福祉法人等に対する監査を「特別監査」、確認監査及び指定介護保険サービス事

業所及び指定障害福祉サービス事業所等に対しては「監査」、認可外保育施設等に対しては「特別立入調査」と

します。 
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・児童福祉施設（小規模保育事業、事業所内保育事業を含む）  

1年に 1回実施 

・確認監査（特定教育・保育施設等）   2年に 1回を基本に実施 

・認可外保育施設（病児保育事業を含む） 1年に 1回を基本に実施 

○高齢介護関連 

・指定介護保険サービス事業所       3年から 6年に 1回を基本に実施 

・老人福祉法に規定する有料老人ホーム   3年から 6年に 1回を基本に実施 

○障害福祉関連 

・指定障害者支援施設           概ね 2年に 1回実施 

・指定障害者支援施設以外の指定障害者福祉サービス事業所等 

                     概ね 3年に 1回実施 

・指定障害児通所支援事業所及び指定障害児相談支援事業所     

概ね 3年に 1回実施 

○その他 

利用者等からの相談や苦情などがあり、特に、実地による状況確認等が必要な場合に

は、随時による実地指導を行います。 

 

④ 監査 

法人運営又は施設等の運営に重大な問題を有すると認められる場合及び不祥事

が発生した場合、又はそのおそれがあると認められる場合等に、監査を行います。 

また、利用者に対して、虐待を行ったと判断される場合又は疑われる場合、事

業内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由がある場合及び特

に監査の実施が必要と認められるとき、監査を行います。 

 

⑤ 指導監査実施方針等について 

別に定める指導監査実施方針については、前年度の指導監査の実施結果を踏まえ、毎

年度改正します。なお、改正にあたっては、本市には事例がないものの未然防止策とし

て指導監査実施方針の重点指導事項 5に加えるなど、社会福祉法人等や事業所等が適切

なサービス提供体制が維持・継続できるよう効果的な指導監査に努めます。 

 

                                                   
5 当該年度の指導監査を行うにあたって、前年度やこれまでの指導監査の実施結果から明らかとなった

課題等から、特に重要視すべき点を「指導監査実施方針の重点指導事項」とし、社会福祉法人・施設指

導監査説明会や集団指導を通じて指導を行い、社会福祉法人等に対して自己点検と自己改善を促しま

す。 
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２．社会福祉法人及び社会福祉施設等の実施状況 

（１）対象 

① 社会福祉法人 

指導監査の対象は、本市所管の社会福祉法人（市域内に社会福祉法人の本部を

設置し、市域内でのみ事業を行っている法人）です。 

なお、市域内に社会福祉法人の本部を設置しているが、本市以外の府内市町村

や他府県に跨って施設や事業を運営している場合は、大阪府が所管する社会福祉

法人として、大阪府が指導監査を行うことになります。 

 

② 社会福祉施設等 

指導監査の対象は、社会福祉法人の所轄庁が大阪府、他府県または政令指定都

市に関わらず、市域内にある本市所管の社会福祉施設及び社会福祉法人以外の設

置者（個人を含む）が経営する、市域内にある本市所管の児童福祉施設です。 

 

③ 特定教育・保育施設等 

確認監査の対象は、市域内にある施設型給付費及び地域型保育給付費の支給に

係る施設及び事業者として本市が確認をした特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業です。 

 

④ 認可外保育施設等 

 指導監督の対象は、本市に届出があった市域内にある認可外保育施設及び病児

保育事業です。 
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表 1-1 

【令和元年度社会福祉法人及び社会福祉施設等所管数】 

 
社会福祉法人立 

所管数 

社会福祉法人立 

以外の所管数 
計 

社会福祉法人 30 法人  30 法人 

社会福祉施設等 

 特別養護老人ホーム 23 施設  23 施設 

 

軽費老人ホーム 3 施設  3 施設 

障害者支援施設 1 施設  1 施設 

特定教育・

保育施設等 

保育所 20 施設 24 施設 44 施設 

幼保連携型認定こども園 

（公立含む） 
9 施設 34 施設 43 施設 

 小規模保育事業 4 事業所 10 事業所 14事業所 

 事業所内保育事業  2 事業所 2 事業所 

 幼稚園型認定こども園  6 施設 6 施設 

 幼稚園（新制度）  6 施設 6 施設 

認可外保育施設等 

 
認可外保育施設 

（居宅訪問型保育事業含む） 
4 施設 61 施設 65 施設 

 病児保育事業  3 事業所 3 事業所 

注）平成 31 年 4 月 1 日現在の法人及び施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

6                                        

参考【平成 30 年度社会福祉法人及び社会福祉施設等所管数】 

 
社会福祉法人立 

所管数 

社会福祉法人立 

以外の所管数 
計 

社会福祉法人 30 法人  30 法人 

社会福祉施設等 

 特別養護老人ホーム 22 施設  22 施設 

 

軽費老人ホーム 3 施設  3 施設 

障害者支援施設 1 施設  1 施設 

特定教育・

保育施設等 

保育所 26 施設 24 施設 50 施設 

幼保連携型認定こども園 

（公立含む） 
3 施設 34 施設 37 施設 

 小規模保育事業 4 事業所 10 事業所 14事業所 

 事業所内保育事業  2 事業所 2 事業所 

 幼稚園型認定こども園  5 施設 5 施設 

 幼稚園（新制度）  3 施設 3 施設 

認可外保育施設等 

 
認可外保育施設 

（居宅訪問型保育事業含む） 
4 施設 51 施設 55 施設 

 病児保育事業  3 事業所 3 事業所 

注）平成 30 年 4 月 1 日現在の法人及び施設数 

 

（２）重点指導事項 

令和元年度の『社会福祉法人等指導監査実施方針』における主な重点指導事項

は以下のとおりです。 

① 本部運営 

・役員等の選任について 

・役員等選任関係書類について 

・理事会及び評議員会の開催について 

・監事の理事会への出席について 

・情報公開（定款、役員名簿及び役員等の報酬等の支給基準）について 

   ・地域における公益的な取組について 
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② 本部会計 

  ・財務管理の状況について 

・経理規程について 

 ・社会福祉法人会計基準に基づいた計算書類等について 

・引当金の適正な処理について 

③ 職員処遇 

  ・就業規則（各規程含む）の整備について 

  ・職員の健康管理について 

  ・非常災害対策計画・避難確保計画について 

④ 利用者支援 

  ・苦情解決体制の確立について 

  ・施設内の安全管理について 

  ・虐待防止・身体的拘束の原則禁止について 

  ・運営規程について 

  ・事故発生の防止及び発生時の対応について 

  ・避難・消防等訓練について 

⑤ 食事提供 

  ・検査用保存食について 

  ・栄養管理（給与栄養目標量）について 

  ・衛生管理について 

⑥ 施設会計 

  ・財務管理の状況について 

  ・社会福祉法人会計基準に基づいた計算書類等について 

・引当金の適正な処理について 

  ・委託費の弾力運用について（保育所） 

⑦ 確認監査 

・運営規程について 

・重要事項説明書について 

・職員配置について 

・苦情解決体制について 

・施設型給付費等の請求等（処遇改善加算・施設長（管理者）設置加算）につい

て 
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（３）実施状況 

① 社会福祉法人・施設指導監査説明会 

・開催年月日  令和元年 6月 27 日 

・開催場所   豊中市立生活情報センターくらしかん 3 階イベントホール 

・参加数    44 法人 

・内容    ・平成 30年度社会福祉法人等指導監査の結果並びに令和元年度 

社会福祉法人等指導監査の実施方針及び重点事項について 

       ・社会福祉法人の認可についての一部改正について 

・労働関係法令と労働安全衛生について  等 

 

② 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に対する集団指導 

令和 2 年 3 月 6 日実施予定でしたが、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点

から中止としました。 

 

③ 指導監査 

ⅰ）社会福祉法人 

本市が所管する 30 法人のうち、令和元年度は、表 1-2 のとおり実施しました。

なお、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、感染拡大を抑制する観点から、1 法

人（その他）の指導監査を延期しました。 

表 1-2 

【社会福祉法人の実施状況】（令和元年度） 

 

参考【社会福祉法人の実施状況】（平成 30 年度） 

 
所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭）  助言数 

社会福祉法人 30 13 12 104(95・9) 6 

 
特別養護老人ホーム 5 1 1 14(13・1) 0 

 
保育所 10 5 5 35(31・4) 4 

 
その他 15 7 6 55(51・4) 2 

 
所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭）  助言数 

社会福祉法人 30 17 17 148(118・30) 9 

 
特別養護老人ホーム 5 4 4 29(19・10) 2 

 
保育所 10 7 7 52(44・8) 2 

 
その他 15 6 6 67(55・12) 5 
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ⅱ）社会福祉施設等 

本市が所管する 132 施設のうち、令和元年度は、表 1-3 のとおり実施しました。

なお、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、感染拡大を抑制する観点から、1 施

設（幼保連携型認定こども園）の指導監査を中止しました。 

表 1-3 

【社会福祉施設等の実施状況】（令和元年度） 

 

 
所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

老人福祉施設 26 17 17 99（80・19） 9 

 

特別養護老人ホーム 23 14 14 80(64・16) 7 

軽費老人ホーム 3 3 3 19(16・3) 2 

障害者支援施設 1 0 0 0(0・0) 0 

 障害者支援施設 1 0 0 0(0・0) 0 

児童福祉施設等 105 105 104 365（237・128） 28 

 

保育所 45 45 45 162(110・52) 11 

幼保連携型認定こども園 

（公立含む） 
43 43 42 89（53・36） 3 

小規模保育事業 15 15 15 106（70・36） 12 

 事業所内保育事業 2 2 2 8（4・4） 2 

合  計  132 122 121 464（317・147） 37 

  注）所管数には、令和元年 10 月開園の保育所及び 11 月開園の小規模保育事業を 

含む。 

注）幼稚園型認定こども園及び幼稚園（新制度）は、確認監査のみ実施している

ため省略。 
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参考【社会福祉施設等の実施状況】（平成 30 年度） 

 

 
所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

老人福祉施設 26 13 13 72(54・18) 8 

 

特別養護老人ホーム 23 13 13 72(54・18) 8 

軽費老人ホーム 3 0 0 0(0・0) 0 

障害者支援施設 1 1 1 0(0・0) 0 

 障害者支援施設 1 1 1 0(0・0) 0 

児童福祉施設等 103 103 103 645（349・296） 14 

 

保育所 50 50 50 346（202・144） 12 

幼保連携型認定こども園 

（公立含む） 
37 37 37 193（86・107） 1 

小規模保育事業 14 14 14 103（59・44） 1 

 事業所内保育事業 2 2 2 3（2・1） 0 

合  計  130 117 117 717（403・314） 22 

 

ⅲ）確認監査 

本市が所管する 117 施設のうち、令和元年度は、表 1-4 のとおり実施しました。なお、

新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、感染拡大を抑制する観点から、1 施設（幼保

連携型認定こども園）の確認監査を延期しました。 

表 1-4 

【確認監査の実施状況】（令和元年度） 

 

 
所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

特定教育・保育施設等 117 85 84 86（85・1） 1 

 

保育所 45 36 36 21（21・0） 0 

幼保連携型認定こども園 

（公立含む） 
43 27 26 9（9・0） 0 

小規模保育事業 15 13 13 15（15・0） 0 

 

事業所内保育事業 2 2 2 0（0・0） 0 

幼稚園型認定こども園 6 3 3 7（7・0） 0 

幼稚園（新制度） 6 4 4 34（33・1） 1 

注）所管数には、令和元年 10 月開園の保育所及び 11 月開園の小規模保育事業を 

含む。 
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参考【確認監査の実施状況】（平成 30年度） 

 

 
所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

特定教育・保育施設等 111 67 67 134（126・8） 0 

 

保育所 50 31 31 49（47・2） 0 

幼保連携型認定こども園 

（公立含む） 
37 22 22 20（19・1） 0 

小規模保育事業 14 6 6 14（12・2） 0 

 

事業所内保育事業 2 1 1 0（0・0） 0 

幼稚園型認定こども園 5 4 4 19（18・1） 0 

幼稚園（新制度） 3 3 3 32（30・2） 0 

 

ⅳ）指導監督 

本市に届出があった 78 施設等のうち、令和元年度は、表 1-5 のとおり実施しました。

なお、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、感染拡大を抑制する観点から、12 施設

（認可外保育施設）の監査を中止しました。 

表 1-5 

【指導監督の実施状況】（令和元年度） 

 

 
所管数 計画数 実施数 

指導数 

（文書・口頭） 
助言数 

証明書 

交付数6 

認可外保育施設 

（居宅訪問型保育事業含む） 
75 66 54 97（28・69） 7 46 

病児保育事業 3 3 3 1（0・1） 3  

合  計  78 69 57 98（28・70） 10 46 

注）所管数には、平成 31 年 4 月 2 日～令和 2 年 3 月 31 日までに本市に届出があっ

た認可外保育施設（10 施設）を含む。 

注）計画数において、休止中の施設等（9 施設）は除く。 

 

 

 

 

                                                   
6 指導監督基準の全項目について適合していることを確認した場合、また、改善指導を行った場合でも、

その指導事項の改善状況の確認により、全項目について適合していることを確認した場合には、認可外

保育施設のうち届出対象施設については「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」を交付して

います。 
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参考【指導監督の実施状況】（平成 30年度） 

 

 
所管数 計画数 実施数 

指導数 

（文書・口頭） 
助言数 

証明書 

交付数 

認可外保育施設 

（居宅訪問型保育事業含む） 
61 57 54 140（50・90） 0 39 

病児保育事業 3 3 3 3（1・2） 0  

合  計  64 60 57 143（51・92） 0 39 

注）所管数には、平成 30 年 4 月 2日～平成 31 年 3月 31 日までに本市に届出があっ

た認可外保育施設（6 施設）を含む。 

注）計画数において、休止中の施設等（4 施設）は除く。 

注）実施数において、指導監督実施前に廃止した施設等（3施設）は除く。 

 

（４）主な指導事項 

   12 法人及び 185 施設に対し、指導監査を実施した結果、全体で 752 件（文書指

導 525 件、口頭指導 227 件）の指導及び 54 件の助言を行いました。 

   法人及び施設に対する主な指導事項は以下のとおりです。 

① 社会福祉法人 

○本部運営 

・役員等選任関係書類について 

役員等選任関係書類の宣誓書、就任承諾書、履歴書等を徴取していない法人が

見られました。 

宣誓書は、役員の選任において社会福祉法に規定する欠格事由に該当しないこ

とを明確にしておくため、就任承諾書は役員等になる者の意思確認のため、また、

履歴書は役員等の適格性を確認するために必要な書類であることから、整備する

よう指導しました。 

なお、評議員、理事並びに監事の選任等の流れは、以下のようになります。 

【評議員】 

① 事前に次の書類を徴取し、評議員として就任の意思、資格要件や欠格事項な

どを確認します。 

１．欠格事由等の確認書 ２．就任承諾書 ３．履歴書 

４．その他資格確認要件等の確認に必要な資料 

② 理事会を開催し、次の項目を決議・選定します。 

１．評議員選任・解任委員会の招集決議 ２．評議員候補者の選定 

※候補者が必要な資格要件を備えていること及び欠格事項に該当していない
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ことを議案資料等で明示し、議事録にも明記します。 

③ 評議員選任・解任委員会を開催し、次の項目を説明・選任します。 

１．就任の意思、資格要件や欠格事由の確認結果を説明する。 

２．評議員を選任する。 

※候補者が必要な資格要件を備えていること及び欠格事項に該当していない

ことを議案資料等で明示し、議事録にも明記します。 

 

【理事】 

① 事前に次の書類を徴取し、理事として就任の意思、資格要件や欠格事項など

を確認します。 

１．欠格事由等の確認書 ２．就任承諾書 ３．履歴書 

４．その他資格確認要件等の確認に必要な資料 

② 理事会を開催し、理事候補者を選定します。 

１．理事候補者の選定 

※候補者が必要な資格要件を備えていること及び欠格事項に該当していない

ことを議案資料等で明示し、議事録にも明記します。 

③ 評議会を開催し、次の項目を説明・選任します。 

１．就任の意思、資格要件や欠格事由の確認結果を説明する。 

２．理事を選任する。 

※候補者が必要な資格要件を備えていること及び欠格事項に該当していない

ことを議案資料等で明示し、議事録にも明記します。 

 

【監事】 

① 事前に次の書類を徴取し、監事として就任の意思、資格要件や欠格事項など

を確認します。 

１．欠格事由等の確認書 ２．就任承諾書 ３．履歴書 

４．その他資格確認要件等の確認に必要な資料 

② 理事会を開催し、監事の過半数の同意を得て、監事候補を選定します。 

１．監事候補者の選定 

※候補者が必要な資格要件を備えていること及び欠格事項に該当していない

ことを議案資料等で明示し、議事録にも明記してください。 

また、監事の同意を得る方法に決まりはありませんが、理事会において同意

を得てその旨を議事録に記載しておく方法や各監事から同意書を得る方法

があります。 
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③ 評議員会を開催し、次の項目を説明・選任します。 

１．就任の意思、資格要件や欠格事由の確認結果を説明する。 

２．監事を選任する。 

※候補者が必要な資格要件を備えていること及び欠格事項に該当していない

ことを議案資料等で明示し、議事録にも明記します。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評議員会、理事会の決議について 

評議員会又は理事会の決議には、特別の利害関係を有する評議員又は理事は加わる

ことができないことから、確認を行い、その旨、議事録に記載するよう指導しました。 

「特別の利害関係」とは、評議員が、その決議について、法人に対する善管注意義

務を履行することが困難と認められる利害関係を言います。 

また、理事については、その決議について、法人に対する忠実義務を履行すること

が困難と認められる利害関係を意味するものであり、「特別の利害関係」がある場合と

しては、理事の競業取引（理事が自己又は第三者のために当該法人の事業に属する取

引を行うこと）や利益相反取引（理事が自己又は第三者のために法人と取引を行うこ

と）の承認や理事の損害賠償責任の一部免除の決議等の場合があります。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

○評議員会、理事会の決議に、特別の利害関係を有する評議員、理事がいるかの確

認がされていないので、確認を行い、その旨、議事録に記載すること。 

○評議員の選任手続きにおいて、評議員候補者が欠格事項に該当しないこと、又は

当該法人の各評議員若しくは各役員と特殊関係にある者がいないこと、暴力団等

の反社会勢力に属する者でないことについて、宣誓書等で確認できなかったので、

宣誓書等を整備すること。 

〇監事の選任についての議案を評議員会へ提出する際に、監事の同意を得ていない

ので、同意を得て提出すること。 
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○本部会計 

・経理規程について 

経理規程は、社会福祉法人の経理の基準を定め、適切な経理事務を行うことを目的

としています。 

社会福祉法上、全ての社会福祉法人には社会福祉法人会計基準が適用されますが、

その会計基準に準拠した経理規程となっていない法人が見られたため、基準に基づい

て整備するよう指導を行いました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

・貸借対照表における流動負債の計上について 

貸付金、借入金等の経常的な取引以外の取引によって発生した債権債務については、

貸借対照表日の翌日から起算して 1 年以内に入金又は支払の期限が到来するものは流

動資産又は流動負債に属するため、該当する債権債務について、流動資産又は流動負

債に計上するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

② 社会福祉施設等 

  ○職員処遇 

・就業規則（各規程含む）について 

労働基準法等関係法規を遵守し、各施設で定めた就業規則、給与規程等に従い、

職員処遇を適切に行う必要があります。 

各規程は、施設で働く職員にとって、拠り所となるべき規程であり、法人・施

設が各規程を遵守するとともに、労働基準監督署への届出や職員へ周知するよう

指導しました。 

 

 

○社会福祉法人会計基準（厚生労働省令第 79 号［平成 28 年 3 月 31 日付］）に準拠

した経理規程となっていないので是正すること。 

○貸借対照表の借入金について、貸借対照表日の翌日から起算して、支払の期限が

1年以内に到来するものは、流動負債として計上すること。 
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【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・職員の健康診断について 

職員の採用に際し、採用前 3 か月以内の健康診断書の徴取又は直ちに健康診断が

実施されていない施設が見られました。施設は職員の健康や身体の安全を管理する

義務がありますので、実施するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

○育児・介護休業法が、改正（平成 29 年 1 月 1 日、平成 29 年 10 月 1日）されて

いるが、次の事項が規定されていないので、整備すること。 

【平成 29 年 1 月 1 日付け、主な改正事項】 

①子の看護休暇について、半日（所定労働時間の 2分の 1）単位での取得が可能。 

②介護休業について、対象家族 1 人につき通算 93 日まで、3 回を上限として、

介護休業を分割して取得が可能。 

③介護休暇について、半日（所定労働時間の 2分の 1）単位での取得が可能。 

④介護のための所定労働時間の短縮措置について、介護休業とは別に、利用開

始から 3 年の間で 2 回以上の利用が可能。 

⑤介護のための所定外労働の制限（残業の免除）について、対象者 1 人につき、

介護終了まで利用できる所定外労働の制限が新設された。 

⑥子の看護休暇について、半日（所定労働時間の 2分の 1）単位での取得が可能。 

⑦上司・同僚からの、妊娠・出産、育児休業、介護休業等を理由とする嫌がら

せ等（いわゆるマタハラ、パワハラなど）を防止する措置を講じることを事

業主へ新たに義務付け。（「防止措置を指針」の整備で対応可能） 

【平成 29 年 10 月 1 日付け、主な改正事項】 

①育児休業について、一定の場合には、2 歳まで再延長が可能。 

○各種手当を支給する際は、支給根拠を明確に規定すること。 

○職員の採用に際して採用後、直ちに健康診断が実施されず、又は採用の際に健康

診断書（3 か月以内のもの）の徴取も行われていないので、どちらかを実施する

こと。 
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・衛生委員会の設置について 

常時 50人以上の労働者を使用する施設においては、衛生委員会を設置し、労働者

の健康障害の防止や健康の保持増進に関する取組みなどの主要事項について、労使

一体となって調査審議を行う場となっておりますので、設置するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

・非常災害対策計画の作成について 

社会福祉施設等は、非常災害に関する具体的な計画を定めることとされています。

計画を作成していない施設や不足項目がある施設が見られたので、適切に作成する

よう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用者支援 

・施設内の安全管理について 

社会福祉施設等は、安全・安心な生活環境を利用者に提供することが責務です。安

全（危機）管理で重要なことは、事故等を未然に防ぐことであり、また施設の運営者、

管理者、職員がそれぞれの持ち場・立場を明確にして全員で取り組むことが安全（危

○衛生委員会が設置されておらず、衛生管理者及び産業医も選任されていないので、

すみやかに設置し、労働基準監督署に届け出ること。 

○非常災害対策計画が作成されていないため、作成すること。 

作成する際は、以下の項目を記載すること。 

①児童福祉施設等の立地条件 

②災害に関する情報の入手方法 

③災害時の連絡先及び通信手段の確認 

④避難を開始する時期、判断基準 

⑤避難場所 

⑥避難経路 

⑦避難方法 

⑧災害時の人員体制、指揮系統 

⑨関係機関との連携体制 
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機）管理に繋がります。 

緊急時の対策として、避難及び消火訓練を年 2 回以上（児童福祉施設については月

1回以上）実施するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

・施設内の衛生管理について 

社会福祉施設等は、多数の高齢者などが生活し又は利用する施設であることから、

一般の建物に比べ、より衛生的に管理を行う必要があります。そのため、健康被害の

発生を未然に防止するためには、日頃から設備の衛生管理を適切に行うとともに、必

要な措置（指針の整備・委員会の開催等）を講じるよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

○食事提供 

・検査用保存食について 

調理済み食品及び原材料において、検査用保存食が一部保存されていない施設が見

られました。 

検査用保存食は食中毒が発生した場合、原因究明のための試料となるため、適切に保存

するよう指導しました。 

 

 

 

 

○感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針が整備されていないの

で、整備すること。 

〇感染症委員会が概ね３か月に１回以上定期的に開催されていないので、開催する

こと。 

〇感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修について、職員への伝達

研修が実施されていないので、外部研修を受講した際は、伝達研修を実施するこ

と。 

○避難及び消火の訓練を年 2回（うち 1 回は夜間を想定）以上実施するとともに、

記録を整備すること。 
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【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

・食品の検収について 

原材料の納入に際しては調理従事者等が必ず立ち合い、品質、鮮度、品温、異物の混入

等につき点検を行いその結果を記録しなければなりません。検収時の記録に不備がある施

設が見られたため適切に記録するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

○施設会計 

・適正な会計処理の方法について 

社会福祉法人は、定められた会計処理の原則（「正規の簿記の原則」「明瞭性の原則」

「継続性の原則」等）に従って正確な計算を行う必要があります。計算書類等は、社

会福祉法人の財務内容を明らかにし、社会福祉法人の状況に関して、施設の利用者、

その他の家族、利害関係者をはじめ一般市民に公開するものであるため、基準に即し

た計算書類等を作成するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

・委託費の弾力運用について 

委託費の弾力運用を行う際には、要件ごとに経費への支出上限額が決まっており、

支出上限額を超えて委託費を充当する場合にはこども事業課へ事前協議が必要です。   

該当する場合に事前協議を行っていない施設が見られたため、手続きを行うよう指

導しました。 

 

 

○借入金について、貸借対照表日の翌日から起算して、支払の期限が 1年以内に到

来するものは、流動負債として計上すること。 

○原材料及び調理済み食品が保存されていない事例が見受けられたので、保存食に

ついては原材料及び調理済み食品すべてを 50g程度ずつ保存すること。 

○食材の検収時に検収者や温度等を記録すること。 
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【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

③ 確認監査 

・重要事項の掲示について 

特定教育・保育施設等は、施設の見やすいところに、運営規程の概要、職員の勤

務体制、利用者負担その他利用申込者の施設又は事業の選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければなりません。そのため、運営規程及び重要事項説明書を

掲示していない施設に対し、掲示するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

・処遇改善等加算に係る賃金改善残額の支払いについて 

賃金改善残額が生じた場合は、翌年度において全額を一時金等により賃金改善に

充てることとされており、支払いが完了した際はこども事業課に報告しなければな

りません。 

平成 29 年度の賃金改善残額があり、平成 30 年度中に報告がない施設に対し、支

払い状況を確認したところ、令和元年度内に職員に支払っていない施設がみられた

ため、適正に支払うように指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

○職員及び保護者等に対し運営規程の周知を図ること。 

○重要事項説明書を園内に掲示または閲覧に供すること。 

○平成 29年度賃金改善残額について、平成 30年度において支払われていないため、

令和元年度中に支払うこと。 

○当該年度の委託費の 3か月分相当する額を超えて別表 5の経費に充当しているた

め、こども事業課あてに収支計算分析表を提出すること。 

○当期収支差額がマイナス 3％を超えており、こども事業課への届出（事前承認）

が必要なので手続きを行うこと。 



 

21                                        

・勤務体制の確保について 

特定教育・保育施設等は、子どもに対し適切な教育・保育を提供することができる

よう、職員の勤務体制を定めておかなければなりません。有資格者の複数配置や開園

時間から閉園時間までの勤務表の作成に不備があるため、適正に配置するよう指導し

ました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

・秘密保持等について 

特定教育・保育施設等は、小学校、他の施設、地域子ども・子育て支援事業を行う

ものその他の機関に対して、子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書

により子どもの保護者の同意を得ておかなければなりません。保護者の同意を得てい

ない施設が見られたため、文書にて同意を得るよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

④ 認可外保育施設等 

・利用者への情報提供について 

認可外保育施設のうち届出対象施設については、提供するサービス内容を利用者

の見やすいところに掲示するよう義務付けられているため、それらを記載し、掲示

するよう指導しました。 

また、契約時の書面において、契約内容に不足項目が見られたため記載するよう

に指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

○保育施設及びサービスに関する内容の掲示について、不足項目があるため追加す

ること。 

○サービスに関する契約書について、不足項目があるため追加すること。 

○職員配置について、有資格者の複数配置ができていない時間帯があるため、適切

な特定教育・保育を提供できるよう、職員の勤務体制を確保すること。 

○転園に際して、子どもに関する情報を提供する際は保護者の同意を文書にて得る

ようにすること。 
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・健康管理・安全確保について 

医師による児童の健康診断は、心身の発達に遅れがみられる児童の早期発見につな

がるという面からも有効であることを説明し、定期利用の子どもにおいては入所時に

健康診断又は母子手帳での確認をするよう指導しました。 

また、不審者の立入防止や事故防止の安全対策を行うよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

（５）対策 

① 社会福祉法人・施設指導監査説明会及び集団指導の実施 

令和 2 年度は、令和元年度に引き続き、本市所管の法人・施設を対象に指導監

査説明会及び特定教育・保育施設等を対象に集団指導を実施し、令和元年度の指

導監査の結果や重点指導内容等の周知、情報の提供を行います。 

このことにより、持続的な法人・施設運営と、利用者の立場に立ったサービス

提供の維持・向上を図ります。 

  

② 計画的な指導監査の実施 

令和 2 年度においても指導監査の重点指導事項を定め、周知徹底することによ

って、自主点検及び自主改善を促すとともに、指導監査を計画的に行うことによ

り、法人及び施設の育成に努めます。但し、新型コロナウイルス等の感染拡大防

止を図る観点から、法人の状況等も踏まえて延期等の対応を検討します。 

≪社会福祉法人・施設指導監査説明会≫ 

・開催年月日  令和 2 年 6月 25 日 

・場   所  豊中市役所第二庁舎 3 階大会議室 

・内   容  1. 令和元年度社会福祉法人等指導監査結果について 

2. 令和 2 年度社会福祉法人等指導監査実施方針について 等 

※上記日程での開催を予定していましたが、新型コロナウイルス 

 感染拡大防止の観点から中止としました。 

○入園する子どもの健康診断を実施すること。 

○保育室内の引き出し、棚等に転倒防止措置をとること。 

○施設の入り口の施錠をすること。 
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③ 人材確保・定着支援セミナーの開催 

社会福祉法人や施設、また介護保険サービス事業所や障害福祉サービス事業所

を対象に、人材確保・育成・定着に資するセミナーを開催し、事業所等を支援し

ます。 

 

（６）令和 2年度指導監査の主な重点指導事項 

令和 2 年度の指導監査における主な重点指導事項は、前年度の指導監査、社会

福祉法の改正等を踏まえたうえで、以下のとおりとします。 

○本部運営 

   評議員の選任について 

   監事の理事会への出席について 

   評議員会及び理事会の決議について 

   評議員会の議事録について 

   地域における公益的な取組について 

○本部会計 

   財務管理の状況について 

   経理規程について 

   社会福祉法人会計基準に基づいた計算関係書類について 

   引当金の適正な処理について 

○職員処遇 

   就業規則（各規程含む）の整備について 

   職員の健康管理について 

   非常災害計画・避難確保計画について 

 ○利用者支援 

   苦情解決体制の確立について 

   施設内の安全管理について 

   虐待防止・身体的拘束等の原則禁止について 

   事故発生の防止及び発生時の対応について 

   避難・消防等訓練について 

○食事提供 

   衛生管理（検査用保存食）について 

   栄養管理（給与栄養目標量）について 

○施設会計 

   財務管理の状況について 
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   社会福祉法人会計基準に基づいた計算関係書類について 

   引当金の適正な処理について 

   委託費の弾力運用について（保育所） 

○確認監査 

重要事項説明書について 

職員配置について 

秘密保持について 

施設型給付費等の請求等（処遇改善加算・施設長（管理者）設置加算）に 

ついて 
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３．介護保険サービス事業者、有料老人ホーム等の実施状況 

（１）対象 

指導監査の対象は、指定等を受けている全ての介護保険サービス事業者、有料

老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅とし、介護保険法に基づく実地指導

については、原則として 3～6年に 1 回の頻度で行えるよう計画的に対象事業者を

選定します。 

  令和元年度の実地指導については、市に寄せられた苦情相談、事故報告の内容、

給付実績、前回の実地指導等を勘案して対象事業者を選定しました。 

業務管理体制の整備に関する確認検査における対象は、介護保険法において、

地域密着型サービス及び介護予防地域密着型サービスのみを行っている事業者で

あって、指定を受けている事業所等の所在地が全て本市に所在するものとなって

います。 
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表 2-1  

【介護保険サービス事業者指定数及び有料老人ホーム等届出数】 

居宅サービス（予防含む） 

訪問介護 184 

訪問入浴介護 10 

訪問看護 110 

訪問リハビリテーション 8 

居宅療養管理指導 2 

通所介護 62 

通所リハビリテーション 18 

短期入所生活介護 42 

短期入所療養介護 20 

特定施設入居者生活介護 35 

福祉用具貸与 56 

特定福祉用具販売 58 

地域密着型サービス（予防含む） 

夜間対応型訪問介護 1 

認知症対応型通所介護 15 

小規模多機能型居宅介護 37 

地域密着型通所介護 51 

認知症対応型共同生活介護 61 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 9 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 

 看護小規模多機能型居宅介護 2 

居宅介護支援 居宅介護支援 160 

介護予防支援 介護予防支援 7 

介護保険施設 
介護老人福祉施設 14 

介護老人保健施設 10 

①  合 計 975 

有料老人ホーム 43 

サービス付き高齢者向け住宅 28 

② 合 計  71 

① +② 総  計 1,046 

注）平成 31 年 4 月 1 日現在の指定等の数 市外事業者を除く 
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【豊中市介護予防・日常生活総合事業 事業者指定数】 

訪問型サービス 訪問介護相当サービス 160 

訪問型サービスＡ 104 

① 合 計  264 

通所型サービス 通所介護相当サービス 105 

通所型サービスＡ 35 

② 合 計  140 

①+② 総  計  404 

注）平成 31 年 4 月 1 日現在の指定等の数 市外事業者を除く 

 

（２）最重点指導事項及び重点指導事項 

令和元年度の『豊中市介護保険事業者等指導実施方針』における「最重点指導

事項」及び「重点指導事項」は以下のとおりです。 

「最重点指導事項」 

（重点指導事項の中でも特に重要なものとして、比重を置いた指導を行うもの） 

・  高齢者虐待の防止 

・  身体的拘束等の原則禁止 

 

「重点指導事項」 

① 人員、設備及び運営に関する事項 

  ・ 高齢者虐待の防止 

  ・ 身体的拘束等の原則禁止 

・ 各サービス計画の作成 

・ 非常災害対策 

・  事故発生時の対応 

  ・ 勤務体制の確保等 

 

② 介護報酬の請求に関する事項 

・  報酬基準等に基づいた介護報酬の請求 
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（３）実施状況  

① 集団指導 

   サービス種別毎に以下のとおり、集団指導を行いました。なお欠席事業者には、個

別指導を実施するとともに、繰り返し欠席する事業者に対しては優先順位を繰り上げ

実地指導を行います。 

  ⅰ  指定居宅サービス事業者 ※高槻市、茨木市、吹田市、池田市、箕面市、 

豊能町、能勢町との共催 

・ 開催年月日   令和元年 5 月 23 日 

・ 開催場所    高槻現代劇場 

・ 参加数     360事業者 

・ 欠席数      12事業者 

  ・ 内容      介護保険指定事業者に対する主な指導事項 

          事業運営上の留意事項  等 

 

  ⅱ  介護保険施設    ※大阪府、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市との共催 

・ 開催年月日   令和元年 12 月 18・20 日 

・ 開催場所    大阪府庁新別館南館大研修室 

・ 参加数     24施設 

・ 欠席数     なし 

・ 内容      高齢者虐待について 

感染症及び食中毒について 

高齢者施設における災害対策について 等 

 

  ⅲ  指定地域密着型サービス事業者 

・ 開催年月日   令和元年 6 月 18 日 

・ 開催場所    豊中市立文化芸術センター小ホール 

・ 参加数     122事業者 

  ・ 欠席数       3 事業者 

・ 内容      講演「健康で魅力ある職場づくりと職員のメンタルヘルス

ケア」 

豊中市における指導・監査等 

            豊中市からの情報提供  等 
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  ⅳ  有料老人ホーム ※大阪府及び府内他市町村との共催 

・ 開催年月日   令和元年 12 月 19 日 

・ 開催場所    大東市立文化ホール（サーティホール） 

・ 参加数     39施設 

・ 欠席数      5施設 

・ 内容      高齢者虐待について 

感染症及び食中毒について 

          高齢者施設における災害対策について  等 

 

ⅴ  サービス付き高齢者向け住宅 ※大阪府及び府内他市町村との共催 

・ 開催年月日   令和元年 12 月 19 日 

・ 開催場所    大東市立文化ホール（サーティホール） 

・ 参加数     27施設 

・ 欠席数      6施設  

・ 内容      高齢者虐待について 

感染症及び食中毒について 

          高齢者施設における災害対策について   等 

 

② 実地指導 

本市が所管する指定介護保険サービス事業所のうち、令和元年度の実地指導等に

ついては、市に寄せられた苦情相談、事故報告の内容、給付実績、前回の実地指導

等を勘案して対象の選定を行い、事業所に対して実施しました。 
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表 2-2  

【サービス分類ごとの実地指導等実施状況】（令和元年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

居宅サービス（予防含む） 605 105 100 924（696・228） 736 

地域密着型サービス（予防含む） 179 53 53 601（513・88） 473 

居宅介護支援 160 29 27 243（181・62） 167 

介護予防支援 7 0 0 0  0 

介護老人福祉施設 14 0 0 0  0 

介護老人保健施設 10 3 3 45（40・5） 38 

有料老人ホーム 43 6 6 48（47・1） 34 

サービス付高齢者向け住宅 28 10 10 81（76・5） 59 

豊中市介護予防・日常生活総合事業 404 68 67 688（509・179） 500 

合  計  1,450 274 266 2,630（2,062・568） 2,007 

注）所管数は平成 31 年 4 月 1 日現在の指定等の数 

 

参考【サービス分類ごとの実地指導等実施状況】（平成 30 年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

居宅サービス（予防含む） 642 107 107 998（787・211） 666 

地域密着型サービス（予防含む） 178 40 40 552（505・47） 347 

居宅介護支援 164 26 26 294（230・64） 153 

介護予防支援 7 0 0 0  0 

介護老人福祉施設 14 4 4 54（48・6） 35 

介護老人保健施設 10 3 3 36（30・6） 24 

有料老人ホーム 41 9 9    111（110・1） 49 

サービス付高齢者向け住宅 27 8 8    130（127・3） 62 

豊中市介護予防・日常生活総合事業 408 30 30 328（243・85） 190 

合  計  1491 227 227 2,503（2,080・423） 1,526 

注）所管数は平成 30 年 4 月 1 日現在の指定等の数 

 



 

31                                        

表 2-3  

【サービス種別ごとの実地指導等実施状況】（令和元年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

居宅 

サービス 

（予防含む） 

訪問介護 184 34 33 380（300・80） 253 

訪問入浴介護 10 2 2 2（0・2） 10 

訪問看護 110 20 16 75（35・40） 83 

訪問リハビリテーション 8 2 2 13（11・2） 4 

居宅療養管理指導 2 0 0 0 0 

通所介護 62 5 5 48（38・10） 46 

通所リハビリテーション 18 6 6 86（68・18） 64 

短期入所生活介護 42 2 2 16（16・0） 10 

短期入所療養介護 20 6 6 50（43・7） 64 

特定施設入居者生活介護 35 8 8 70（59・11） 60 

福祉用具貸与 56 10 10 118（88・30） 69 

福祉用具販売 58 10 10 66（38・28） 73 

地域密着型 

サービス 

（予防含む） 

夜間対応型訪問介護 1 1 1 3（3・0） 2 

認知症対応型通所介護 15 4 4 22（18・4） 38 

小規模多機能型居宅介護 37 10 10 125（116・9） 87 

地域密着型通所介護 51 10 10 177（138・39） 89 

認知症対応型共同生活介護 61 24 24 238（202・36） 231 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  9 1 1 11（11・0） 7 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  3 2 2 13（13・0） 7 

看護小規模多機能型居宅介護 2 1 1 12（12・0） 12 

居宅介護支援 居宅介護支援 160 29 27 243（181・62） 167 

介護予防支援 介護予防支援 7 0 0 0 0 

介護保険施設 
介護老人福祉施設 14 0 0 0 0 

介護老人保健施設 10 3 3 45（40・5） 38 

① 合  計 975 190 183 1,813（1,430・383） 1,414 

有料老人ホーム 43 6 6    48（47・1） 34 

サービス付き高齢者向け住宅 28 10 10     81（76・5） 59 

② 合  計 71 16 16   129（123・6） 93 

①+② 総  計 1046 206 199 1,942（1,553・389） 1,507 
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 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

訪問型サービス 訪問介護相当サービス 160 29 28   277（207・70） 202 

訪問型サービスＡ 104 18 18   159（107・52） 126 

③ 合  計 264 47 46  436（314・122） 328 

通所型サービス 通所介護相当サービス 105 15 15   203（154・49） 130 

通所型サービスＡ 35 6 6    49（41・8） 42 

④ 合  計 140 21 21   252（195・57） 172 

③+④ 総  計 404 68 67  688（509・179） 500 

①＋②＋③+④ 総  計 1450 274 266 2,630（2,062・568） 2,007 
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参考【サービス種別ごとの実地指導等実施状況】（平成 30 年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

居宅 

サービス 

（予防含む） 

訪問介護 185 26 26 275（205・70） 156 

訪問入浴介護 12 4 4 20（12・8） 16 

訪問看護 102 18 18 195（150・45） 110 

訪問リハビリテーション 6 4 4 32（32・0） 14 

居宅療養管理指導 24 0 0 0 0 

通所介護 62 1 1 9（8・1） 10 

通所リハビリテーション 18 6 6 85（70・15） 49 

短期入所生活介護 40 14 14 102（94・8） 83 

短期入所療養介護 20 6 6 36（36・0） 38 

特定施設入居者生活介護 35 4 4 22（22・0） 26 

福祉用具貸与 68 12 12 137（105・32） 86 

福祉用具販売 70 12 12 85（53・32） 78 

地域密着型 

サービス 

（予防含む） 

夜間対応型訪問介護 1 0 0 0 0 

認知症対応型通所介護 15 2 2 14（11・3） 17 

小規模多機能型居宅介護 40 8 8 135（128・7） 63 

地域密着型通所介護 49 1 1 27（23・4） 8 

認知症対応型共同生活介護 61 26 26 311（283・28） 241 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 8 3 3 65（60・5） 18 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  3 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 1 0 0 0 0 

居宅介護支援 居宅介護支援 164 26 26 294（230・64） 153 

介護予防支援 介護予防支援 7 0 0 0 0 

介護保険施設 
介護老人福祉施設 14 4 4 54（48・6） 35 

介護老人保健施設 10 3 3 36（30・6） 24 

①合 計 1,015 180 180 1,934（1,600・334） 1,225 

有料老人ホーム 41 9 9    111（110・1） 49 

サービス付き高齢者向け住宅 27 8 8    130（127・3） 62 

②合 計 68 17 17    241（237・4） 111 

①+② 総  計  1,083 197 197 2,175（1,837・338） 1,336 
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 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

訪問型サービス 訪問介護相当サービス 158 18 18 202（ 150・52） 107 

訪問型サービスＡ 103 9 9 90（ 59・31） 57 

③ 合 計 261 27 27 292（ 209・83） 164 

通所型サービス 通所介護相当サービス 104 2 2 32（ 30・2） 18 

通所型サービスＡ 43 1 1 4（ 4・0） 8 

④ 合計 147 3 3 36（ 34・2） 26 

③+④ 総  計 408 30 30 328（ 243・85） 190 

①＋②＋③+④ 総  計 1,491 227 227 2,503（2,080・423） 1,526 

 

【監査実施状況】（令和元年度） 

対象なし 

 

参考【監査実施状況】（平成 30年度） 

 実施数 

訪問介護（総合事業含む） 2 

認知症対応型共同生活介護（予防含む） 2 

  

（４）主な指導事項 

① 身体的拘束等の原則禁止について 

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはいけないこと、身体的拘

束等を行う場合でも、切迫性、非代替性、一時性の 3 要件を満たしていることを確

認できるよう指導しました。 

また、3 要件を満たしていない場合、本人・家族の同意がない場合の身体的拘束

等は高齢者虐待に相当すること説明し、「身体拘束ゼロへの手引き」を参考に、そ

れらの手続きや記録が適切になされるよう指導しました。 

身体的拘束等を行った場合は解除に向けて鋭意努力する旨指導しました。 

 

 

 

 

 



 

35                                        

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 各サービス計画の作成について 

サービス計画の作成は、計画作成に係る一連のプロセス（アセスメント→サービ

ス計画原案作成→多職種で協議→利用者への説明、同意、交付→計画に基づいたサ

ービス提供→モニタリングなど→必要に応じてサービス計画の変更）が適切になさ

れ、利用者ごとのニーズに応じた個別ケアが行われるよう指導しました。 

また、サービス計画の更新の際も一連のプロセスを実施するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

○身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

○身体的拘束等の実施にあたっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合であるか（切迫性、非代替

性、一時性の 3 要件を満たすか）を多職種で検討し、その内容を書面で確

認できるようにすること。 

 

 

 

 

○利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の従業

者と協議の上、援助や機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的

なサービス内容等を記載したサービス計画を適切に作成すること。 

○サービス計画について、利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意

を得ること。 

○サービス計画を利用者に交付すること。 

○サービス計画について、その実施状況の把握を適切に行い、必要に応じてサ

ービス計画の変更を行うこと。 
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③ 非常災害対策について 

自力での避難が困難な高齢者の火災事故等の被災事例や台風による暴風及び豪

雨災害事例等を踏まえ、高齢者の安全確保を最優先に災害対策を適切にとるよう指

導しました。また、避難経路の確保及び消防訓練等の実施の確認、非常食等の備蓄

並びに災害時における連絡体制及び防災マニュアルの整備等について指導しまし

た。 

また、計画に記載されている内容や手順に沿えば、適切な行動がとれるよう、内

容は具体的に記載するよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 事故発生時の対応 

サービスの提供にあたって事故が発生した場合、適切な処置を行い、市や利用者

の家族等に連絡を行うとともに記録を残し、同様の事故が起こることがないよう、

原因究明や事故防止策を講じる必要があることを指導しました。利用者が安心して

サービスの提供を受けることができるよう、事故発生時の速やかな対応が求められ

ることを指導しました。 

 

 

 

 

○非常災害に関する具体的計画を立て、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行

うこと。 

○計画に盛り込むべき項目で記載漏れが多い項目 

・介護保険施設等の立地条件（地形等） 

・災害に関する情報の入手方法（「避難準備・高齢者等避難開始」等の情報の

入手方法の確認等） 

・避難を開始する時期、判断基準 （「避難準備・高齢者等避難開始」発令時 等） 

・避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間等） 

・避難方法（利用者ごとの避難方法（車いす、徒歩 等）等） 

・災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な

職員数等） 

・関係機関との連携体制等 
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【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 勤務体制の確保等 

  勤務していることがタイムカードなどで確認できない、時間帯における必要な人

員を確保できていない事例について指導しました。 

また、人員に関する要件が設けられている加算についても、他サービスと兼務し

たり、専従していることが確認できなかったため、事業者ごとに従業者の日々の勤

務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練

指導員の配置、管理者との兼務関係を明確にするよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 介護給付費等の算定及び取扱いについて 

加算とは一定の要件（算定要件）に適合したサービスについて、基本報酬に上乗 

せされるものです。加算相当のサービスを提供していても、算定要件に適合していな 

ければ不適切な加算となり、過誤調整などの対象となります。 

各事業者は、各種加算の算定時には、確認できる資料や記録もれがないか複数で 

チェックする体制を整備するなど、事業所として取り組むことができるよう指導し 

ました。 

○事故発生の防止及び発生時の対応について、事故発生防止の指針に入所者等に

対する当該指針の閲覧に関する基本方針を盛り込むこと。 

○事故発生時の対応について、サービス提供により事故が発生した場合は、市町

村に連絡を行うこと。 

○事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合には、その

分析を通した改善策について、従業者に周知徹底を図る体制を整備すること。 

○事故発生の防止及び発生時の対応について、施設は従業者に対する研修を定期

的（年 2 回以上）に実施できていなかったので、実施すること。 

 

 

○原則として月ごとの勤務表を作成し、看護職員の兼務関係等を明確にすること。 

○介護職員の資質の向上のために、その研修の機会が確保されていることが記録

から確認できなかったので、確認できるようにすること。 

○共同生活住居ごとに、介護従業者の日々の勤務体制、常勤・非常勤の別、管理

者との兼務、夜間及び深夜の勤務の担当者等を明確にすること。 
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【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）対策 

① 介護保険事業者連絡会における周知 

主な指導事項に関しては、令和 2 年 2 月 15 日開催の豊中市介護保険事業者連絡

会において、以下の事項についての注意喚起を行うとともに、自主点検のポイン

ト及び自己改善を行うよう周知する予定としていました。（新型コロナウイルス感

染拡大防止を理由として中止となったため未実施。） 

＜周知内容＞ 

１．個別サービス計画に関する事項について 

２．勤務体制の確保について 

３．基本報酬に関する事項について（通所サービス、宿泊サービス、入所サービス） 

４．介護職員処遇改善加算について 

５．自主点検について 

 

 

 

 

 

 

 

○人員の欠如減算については、早急に指定基準に定められた員数の従業者を配置

すること。 

○サービス提供体制強化加算について、人員基準欠如に該当する日は算定しない

こと。 

○看取り介護加算の算定要件を満たした上で加算を算定すること。 

○個別機能訓練加算（Ⅰ）は身体機能への働きかけを中心に行い、個別機能訓練

加算（Ⅱ）は心身機能、活動、参加といった生活機能にバランスよく働きかけ

た上で算定すること。 

○介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算について、賃金改善に

関する計画及び賃金改善に関するものを除く介護職員の処遇改善に要した費

用を全ての職員に周知していなかったので周知すること。 
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② 集団指導の実施 

令和元年度の介護保険サービス事業者等に対する集団指導は、利用者の立場に

立ったサービス提供を維持・向上するため、令和元年度の指導監査の実績等を踏

まえて、サービス提供や事業運営上の留意事項などの周知徹底を図ります。介護

保険施設、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅向けの研修について、

昨年度までは大阪府等と共催していましたが、今年度からは市単独で開催してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 計画的な実地指導の実施 

平成 31年度指導監査の重点指導事項を定め周知徹底することにより、事業者の

自主点検及び自主改善を促すとともに、引き続き実地指導を計画的に行うことに

より事業者の育成に努めます。また、指導の重点化・効率化を図るため、3年から

6年に１回の周期で実地指導を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 集団指導開催年月日 

・ 指定居宅サービス事業者等          令和 2 年 5 月 21 日 

・ 指定地域密着型サービス事業者、介護保険施設 令和 2 年 6 月 17 日 

・ 有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 開催時期未定 

※当初、上記日程での開催を予定していましたが、新型コロナウイルス感染

拡大防止の観点から中止としました。 
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（６）令和 2年度指導監査の重点指導事項 

   令和 2 年度の指導監査における重点指導事項は以下のとおりとします。 

① 運営指導における重点指導事項 

   運営指導については、①高齢者虐待の防止 ②身体的拘束等の原則禁止 ③各

サービス計画の作成 ④非常災害対策 ⑤事故発生時の対応 ⑥勤務体制の確保

等 の６点を重点指導事項とします。 

また、６点の重点指導事項の中でも、特に①高齢者虐待の防止 ②身体的拘束

等の原則禁止については、これらの事項に違反していることを以って指導を行い、

また、平成 30 年度に本市において行政処分を実施したところであり利用者の尊厳保

持の観点からも極めて重要な事項であるため、特に比重を置き、「最重点指導事項」

として指導を行います。 

     

運営指導における最重点指導事項 

①高齢者虐待の防止 

②身体的拘束等の原則禁止 

 

運営指導における重点指導事項  

① 高齢者虐待の防止    （再掲） 

② 身体的拘束等の原則禁止 （再掲） 

③ 各サービス計画の作成 

④ 非常災害対策 

⑤ 事故発生時の対応 

⑥ 勤務体制の確保等 

 

 

② 報酬請求指導における重点指導事項 

  報酬請求指導については、「報酬基準等に基づいた介護報酬の請求」を重点指導事

項とし、報酬基準に基づいた実施体制の確保や各種加算及び減算の考え方に関する

指導を実施することにより、保険給付の適正化を図ることができるようサービス事

業者等の支援を行います。 

   

報酬請求指導における重点指導事項 

              ○報酬基準等に基づいた介護報酬の請求 
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４．障害福祉サービス事業者、指定障害児通所支援事業者等の実施状況 

（１）対象 

   指導監査の対象は、指定を受けている全ての障害福祉サービス事業者、指定障

害児通所支援事業者及び指定障害児相談支援事業者とし、障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく実地指導については、原則として指定障害者支援施設は概ね 2

年に 1 回、指定障害者支援施設以外の指定障害福祉サービス事業者等は概ね 3 年

に 1 回の頻度で行うことを目標に、計画的に対象事業者を選定します。また、障

害者総合支援法及び児童福祉法に基づく監査については、利用者に対して虐待を

行ったことを疑うに足りる理由等のあった事業者を対象に実施しました。 

   業務管理体制の整備に関する確認検査については、指定特定相談支援事業者及

び指定障害児相談支援事業者に加え、平成 31 年 4月に大阪府からの権限移譲によ

り、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業

者及び指定障害児通所支援事業者で指定に係る事業所が全て本市に所在する事業

者が対象となり、対象事業者を選定し実施しました。 
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 表 3-1 
【障害福祉サービス事業者及び障害児通所支援事業者等指定数】 

自立支援給付 

相談支援 
地域相談支援 56 

計画相談支援 32 

訪問系 

居宅介護 158 

重度訪問介護 149 

同行援護 93 

行動援護 9 

短期入所 11 

日中活動系 

療養介護 1 

生活介護 38 

就労継続支援 A 型 6 

就労継続支援 B 型 23 

就労移行支援 7 

自立訓練 2 

就労定着支援 4 

自立生活援助 1 

居住系 
共同生活援助 19 

障害者支援施設 1 

地域生活支援事業 地域生活支援※ 

移動支援 133 

日中一時支援 2 

訪問入浴 5 

施設入浴 1 

地域活動支援 2 

障害福祉サービス事業者 ①合計 753 

障害児通所支援給付及び

障害児相談支援給付 

障害児通所支援 

児童発達支援 36 

放課後等デイサービス 51 

保育所等訪問支援 1 

障害児相談支援 障害児相談支援 30 

障害児通所支援事業者等 ②合計 118 

①+②総計 871 

注）平成 31 年 4 月 1 日現在の指定数 

※ 市外事業者を除く 
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（２）重点指導事項 

   令和元年度の『豊中市指定障害福祉サービス事業者等指導実施方針』における

主な重点指導事項は以下のとおりです。 

① 人員、設備及び運営指導に関する事項 

ⅰ．利用者の権利擁護及びその観点を踏まえた適切な支援（利用者の人権尊

重） 

ⅱ. 虐待の防止及び身体的拘束の原則禁止 

ⅲ．人員基準の遵守 

ⅳ．サービスの提供の記録（記録及び利用者確認含む） 

ⅴ．個別支援計画の作成等 

ⅵ．勤務体制の確保等 

ⅶ．非常災害対策 

ⅷ．衛生管理等（感染症等の予防、発生時の対応及び従業者の健康診断の適

正な実施等含む） 

ⅸ．事故発生時の対応（事故防止の取り組み等含む） 

 ⅹ．秘密の保持等 

② 報酬請求指導に関する事項 

ⅰ．自立支援給付等の適正化 

ⅱ．例外的な態様でのサービス提供の算定要件の遵守 

ⅲ．加算の算定要件（各加算要件に関する記録等）の遵守 

 

（３） 実施状況 

① 集団指導 

サービス種別毎に以下のとおり、集団指導を行いました。なお欠席事業者には、

個別指導を実施するとともに、繰り返し欠席する事業者に対しては、優先順位を

繰り上げ実地指導を行います。 

 

ⅰ 障害福祉サービス事業者 

（令和元年度 障がい者総合支援制度における指定事業者・施設 集団指導） 

・開催年月日  令和元年 6月 25 日（火） 

  ・開催場所   豊中市立文化芸術センター 中ホール（アクア文化ホール） 

  ・参加数    250事業者 

  ・欠席数     8事業者 

  ・内容     指導及び監査について 

          事業運営上の留意事項について  等 
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ⅱ 障害児通所支援事業者等 ※大阪府及び中核市（高槻市・八尾市・寝屋川市・

東大阪市）との共催 

（令和元年度 指定障がい児支援事業者等 集団指導） 

・開催年月日  令和元年 6月 13 日（木） 

  ・開催場所   大阪市立阿倍野区民センター 大ホール 

  ・参加数     78事業者 

  ・欠席数     3事業者 

  ・内容     指導及び監査について 

          事業運営上の留意事項について  等 

 

② 実地指導 

本市が所管する指定障害福祉サービス事業者等のうち、令和元年度の実地指導

については、市に寄せられた苦情相談、事故報告の内容、給付実績、集団指導の

出席状況、前回の実地指導等を勘案して対象となる事業者を選定し実施しました。 

 

表 3-2 

【サービス分類ごとの実地指導実施状況】（令和元年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

自立支援給付 610 125 125 1,003（ 996・7 ） 886 

 相談支援 88 12 12 46（ 46・0 ） 35 

訪問系 420 103 103 840（ 835・5 ） 766 

日中活動系 82 7 7 71（ 69・2 ） 52 

居住系      20 3 3 46（ 46・0 ） 33 

地域生活支援 143 36 36 279（ 278・1 ） 245 

 地域生活支援 143 36 36 279（ 278・1 ） 245 

障害児通所支援給付

及び障害児相談支援

給付 

118 7 7 99（ 99・0 ） 48 

 障害児通所支

援 

88 3 3 
79（ 79・0 ） 

31 

 障害児相談支

援 

30 4 4 
20（ 20・0 ） 

17 

合 計  871 168 168 1,381（ 1,373・8 ） 1,179 
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参考【サービス分類ごとの実地指導実施状況】（平成 30年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

自立支援給付 598 85 85 596（ 590・6 ） 589 

 相談支援 85 18 18 109（ 108・1 ）    60 

訪問系 425 58 58 394（ 394・0 ） 428 

日中活動系 69 4 4 47（ 46・1 ） 48 

居住系      19 5 5 46（ 42・4 ） 53 

地域生活支援 138 19 19 127（ 127・0 ） 128 

 地域生活支援 138 19 19 127（ 127・0 ）       128 

合 計  736 104 104 723（ 717・6 ） 717 
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表 3-3 

【サービス種類ごとの実地指導実施状況】（令和元年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

自立支援給付  

 相談支援 

 

地域相談支援 56 8 8 26( 26 ・ 0 ) 18 

計画相談支援 32 4 4 20( 20 ・ 0 ) 17 

訪問系 

 

居宅介護 158 40 40 357( 354 ・ 3 ) 303 

重度訪問介護 149 37 37 284( 282 ・ 2 ) 273 

同行援護 93 26 26 199( 199 ・ 0 ) 190 

行動援護 9 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

短期入所 11 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

日中活動系 療養介護 1 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

生活介護 38 3 3 20( 19 ・ 1 ) 26 

就労継続支援 A型 6 1 1 15( 15 ・ 0 ) 7 

就労継続支援 B型 23 3 3 36( 35 ・ 1 ) 19 

就労移行支援 7 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

自立訓練 2 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

就労定着支援 4 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

自立生活援助 1 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

居住系 共同生活援助 19 3 3 46( 46 ・ 0 ) 33 

障害者支援施設 1 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

地域生活支援 

 地域生活支援 移動支援 133 36 36 279( 278 ・ 1 ) 245 

日中一時支援 2 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

訪問入浴 5 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

施設入浴 1 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

地域活動支援 2 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

障害児通所支援給付及び障害児相談支援給付  

 障害児通所支援 児童発達支援 36 1 1 32( 32 ・ 0 ) 13 

放課後等デイサービス 51 2 2 47( 47 ・ 0 ) 18 

保育所等訪問支援 1 0 0 0 ( 0 ・ 0 ) 0 

障害児相談支援 障害児相談支援 30 4 4 20 ( 20 ・ 0 ) 17 
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合  計 871 168 168 1,381( 1,373・8 ) 1,179 

 

参考【サービス種類ごとの実地指導実施状況】（平成 30年度） 

 所管数 計画数 実施数 指導数（文書・口頭） 助言数 

自立支援給付  

 相談支援 

 

地域相談支援 54 12 12 65（ 65・0 ） 36 

計画相談支援 31 6 6 44（ 43・1 ） 24 

訪問系 

 

居宅介護 158 23 23 177（ 177・0 ） 178 

重度訪問介護 150 22 22 146（ 146・0 ） 166 

同行援護 97 11 11 58（ 58・0 ） 65 

行動援護 10 2 2 13（ 13・0 ） 19 

 短期入所 10 0 0 0（ 0・0 ） 0 

日中活動系 療養介護 1 0 0 0（ 0・0 ） 0 

生活介護 34 2 2 24（ 24・0 ） 28 

就労継続支援 A型 5 1 1 7（  6・1 ） 10 

就労継続支援 B型 21 1 1 16（ 16・0 ） 10 

就労移行支援 6 0 0 0（ 0・0 ） 0 

自立訓練 2 0 0 0（ 0・0 ） 0 

居住系 共同生活援助 18 4 4 40（ 36・4 ） 47 

施設入所支援 1 1 1 6（ 6・0 ） 6 

地域生活支援 

 地域生活支援 移動支援 128 19 19 127（ 127・0 ） 128 

日中一時支援 2 0 0 0（ 0・0 ） 0 

訪問入浴 5 0 0 0（ 0・0 ） 0 

施設入浴 1 0 0 0（ 0・0 ） 0 

地域活動支援 2 0 0 0（ 0・0 ） 0 

合  計 736 104 104 723（ 717・6 ） 717 
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（４）監査           

令和元年度においては、障害者総合支援法に基づく監査を 1 事業者（地域生活支援

事業を含む 4 サービス）に対し、児童福祉法に基づく監査を 1 事業者（1 サービス）に対

し、実施しました。  

 

【監査実施状況】（令和元年度） 

 実施数 

障害者総合支援法に基づく監査 

居宅介護 1 

重度訪問介護 1 

同行援護 1 

移動支援（地域生活支援事業） 1 

児童福祉法に基づく監査 

放課後等デイサービス 1 

 

参考【監査実施状況】（平成 30年度） 

  対象なし 

 

（５）主な指導事項 

① 人員に関する事項 

・人員基準の遵守 

事業所が配置すべき人員については、サービスごとに人員基準等において定め

られていますが、タイムカード等勤務の実績を確認できるものが無かったり、事

業所ごとの勤務体制が明確にされておらず、配置されている員数の確認ができな

い事例が確認されました。 

実地指導においては、職種ごとに必要な人員数を配置するよう、また、配置

すべき人員数を事業所において把握し、現在の配置状況が確認できる書類を整

えるよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

○生活支援員、世話人、職業指導員又は就労支援員等の基準上配置すべき人員

数を満たすこと。 

○毎月の勤務（予定）実績表を作成すること。 
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② 運営に関する事項 

 ・個別支援計画に係る手続きの不備  

個別支援計画に係るアセスメントの実施、個別支援計画に係る会議の開催、利用

者への交付等一連の手続きが適切に行われていない事例や個別支援計画の作成日、

説明日及び交付日を記録していない事例が確認されました。 

実地指導においては、個別支援計画を作成するにあたって、基準等の規定に基づ

いた適切な手続きを行うよう、また作成日等の記録をするよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サービス提供時の記録・利用者確認の漏れ 

サービス提供の内容がその都度記録されていないなど、提供時の記録や利用者確

認が十分行われていない事例が確認されました。 

実地指導においては、必要な記載事項を網羅したサービス提供記録をサービス提

供の都度作成したうえで、利用者の確認を得るよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

・非常災害対策 

火災、地震の防災マニュアルは作成されていたが、水害、土砂災害に対する事業

所の具体的な計画が作成されていない事例が見受けられました。 

実地指導においては、非常災害対策に関する事業所の実態に即した具体的計画を

定め、定期的な避難訓練を行うよう指導しました。 

○アセスメントを十分に行うこと。 

○個別支援計画の作成に係る会議（利用者に対するサービスの提供にあたる担当

者等を招集して行う会議）を開催し、計画の原案の内容について意見を求め、

記録に残すこと。 

○個別支援計画の定期的な見直しを行うこと。 

○個別支援計画を作成した際に利用者に交付したことが分かるようにすること。 

○サービス提供の記録を作成すること。また、利用者の確認を受けること。 

○利用者によるサービス提供記録の確認について、月末等にまとめて受けるので

はなく、その都度受けること。 
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【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

③ 介護給付費等の算定及び取扱い 

 ・請求できない態様のサービスの請求 

障害福祉サービスにあたらないサービスを提供しているにも関わらず、これを請

求している事例が確認されました。 

実地指導においては、各サービスにおいて請求できるサービスの具体例や該当し

ない具体例を示し、適切な請求事務が行われるよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

・例外的な態様でのサービス提供を算定する際に必要な手続要件の不備 

例外的な態様でのサービス提供をした際に、障害福祉課との事前協議等の必要な

手続を経ずに請求している事例が確認されました。 

実地指導においては、事前協議をしたうえでその内容を記録する等必要な手続を

あらかじめ踏むよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

○「散歩」や「買い物同行」について身体介護として請求されている事例が確認さ

れたため、移動支援で請求すること。 

○居宅介護又は移動支援等は「利用者本人」のためのサービスを目的としているた

め、「ペットの世話」を目的としたサービスについて請求を行わないこと。 

○原則請求できない通院等介助においての「院内介助」や、移動支援においての

「通学等の通年かつ長期にわたる用法」でのサービスについては、援護の実施

者との事前協議や、個別支援計画に位置付ける等の必要な手続を経た上で請求

を行うこと。 

○非常災害に関する具体的計画を立てること。 

○水害・土砂災害を含めた非常災害対策計画を立てること。 

○定期的な避難訓練を行うこと。 
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・加算の算定要件の不備 

加算を算定するうえで必要な要件を満たしていないにも関わらず、加算を算定し

ている事例が確認されました。 

実地指導においては、各加算の要件を示し、請求時の事後確認のみならず、従業

者への日ごろからの注意喚起や定期的な研修の実施などの方法で適切な請求ができ

るよう、事業所として取り組むよう指導しました。 

 

【具体的な指導事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）対策 

 ① 障害福祉サービス事業者連絡会における周知 

主な指摘事項に関しては、各障害福祉サービス事業者連絡会において、以下の

指摘事項についての注意喚起を行うとともに、自主点検のポイント及び自己改善

を行うよう周知しました。 

・令和 2 年 2 月 18 日：豊中市障害児者日中活動事業者連絡会 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、上記事業者連絡会以外は中止となりました。 

〈周知内容〉 

１．人員、設備に関する事項 

（１）各障害福祉サービスに定められている人員基準の遵守 

（２）設備に関する事項 

２．運営に関する事項 

（１）勤務体制の確保等  

（２）個別支援計画の作成手順及び定期的な見直し 

（３）定員の遵守（日中活動系） 

（４）サービス提供時及び各加算要件に関する記録並びに利用者確認 

（５）非常災害対策 

○送迎加算の要件を満たした上で、加算を算定すること。 

○特定事業所加算の要件を満たした上で、加算を算定すること。 

○夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定にあたっては、夜間支援の内容について個々

の利用者ごとに、個別支援計画に位置づけること。 

○夜間支援の内容について記録すること。 

 （内容）サービス提供をした時間、サービスの内容、利用者の状況等 

○初回加算の要件を満たした上で、加算を算定すること。 
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（６）サービス等利用計画の作成（相談支援事業） 

３．請求に関する事項 

（１）請求できない態様のサービスの算定 

（２）例外的な態様でのサービス提供を算定する際に必要な手続き要件の不備 

（３）加算（送迎加算や特定事業所加算、夜間支援等体制加算等）の算定要件 

の不備 

 

② 集団指導の実施 

令和 2 年度の指定障害福祉サービス事業者等集団指導では、利用者の立場に立

ったサービス提供の維持・向上を図るため、府内における令和元年度の指導監査

の実績やサービス提供時の注意事項等の周知啓発を、令和 2 年 6月に行う予定で

したが、令和 2 年 4 月 7 日に新型インフルエンザ等特別対策措置法に基づく緊急

事態宣言が発令され、緊急事態措置を講じる必要性から、延期して実施する予定

となっています。 

 

③ 計画的な実地指導の実施 

令和 2 年度指導監査の重点指導事項を定め周知することにより、事業者の自主

点検及び自主改善を促すとともに、引き続き実地指導を計画的に行うことにより

事業者の育成に努めます。 

 

（７）令和 2年度指導監査の主な重点指導事項 

令和 2 年度の実地指導における重点指導事項は以下のとおりとします。 

① 人員、設備及び運営指導に関する事項 

ⅰ．利用者の権利擁護及びその観点を踏まえた適切な支援（利用者の人権尊重） 

ⅱ. 虐待の防止及び身体的拘束の原則禁止 

ⅲ．人員基準の遵守 

ⅳ．サービスの提供の記録（記録及び利用者確認含む） 

ⅴ．個別支援計画の作成等 

ⅵ．勤務体制の確保等 

ⅶ．非常災害対策 

ⅷ．衛生管理等（感染症等の予防、発生時の対応及び従業者の健康診断の適正

な実施） 

ⅸ．事故発生時の対応（事故防止の取り組み等含む） 

ⅹ．秘密の保持等 
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② 報酬請求指導に関する事項 

ⅰ．自立支援給付等の適正化 

ⅱ．例外的な態様でのサービス提供の算定要件の遵守 

ⅲ．加算の算定要件（各加算要件に関する記録等）の遵守 

 

（８）業務管理体制の整備に関する確認検査 

① 一般検査 

業務管理体制の整備に関する届出内容の確認（一般検査）については、業務管

理体制の整備に関する事項の届出がある事業者で本市に立入検査等の事務・権限

がある事業者のうち、79事業者に対し実施しました。 

いずれも業務管理体制の整備・運用状況は概ね適正と認められました。 

 

【実施状況】（令和元年度） 

 実施数 

指定障害福祉サービス事業者 49 

指定障害者相談支援事業者 9 

指定障害児通所支援事業者 10 

指定障害児相談支援事業者 11 

合計 79 

 

参考【実施状況】（平成 30 年度） 

 実施なし 

 

② 特別検査 

特別検査は、指定障害福祉サービス事業所等の指定取消相当の事案が発覚した

場合に、当該指定障害福祉サービス事業者の本部等へ立ち入り、業務管理体制の

整備状況及び組織的関与の有無を検証するため実施します。 

   令和元年度は、対象事業者はありませんでした。 
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令令  和和  元元  年年 度度 社社 会会 福福 祉祉 法法 人人 等等 のの  

指指 導導 監監 査査 結結 果果 （（ 実実 績績 報報 告告 ））  
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